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2020 年５月 15 日 

各  位 

会 社 名 株式会社 ビジネス・ブレークスルー 

代表者名 代表取締役社長    柴田 巌 

         （コード番号 2464  東証第一部） 

問合せ先 執行役員        徳永 裕司 

   （ TEL. 03-5860-5530 ） 

 

 

連結子会社（株式会社ＢＢＴオンライン）の吸収合併に関するお知らせ 
 

当社は、本日開催の取締役会において当社の完全子会社である株式会社ＢＢＴオンライン

（以下「ＢＢＴオンライン」といいます。）を吸収合併（以下「本合併」といいます。）するこ

とを決議いたしましたので、お知らせいたします。 

なお、本合併は、当社の完全子会社を対象とする吸収合併であるため、開示事項・内容を

一部省略して開示しております。 

記 

 

１． 合併の目的 

㈱BBT オンラインは、当社 100％子会社としてビジネスに特化したマンツーマンのオンラ

イン英会話サービス「BBT オンライン英会話」を運営してまいりました。この度、経営資

源の集約と重複する業務の統合及び効率化を目的に、当社を存続会社とし、同社の吸収

合併を行うことといたしました。 

 

２． 合併の要旨 

（１） 合併の日程 

株 主 総 会 基 準 日 2020 年３月 31 日 

取 締 役 会 決 議 日 2020 年５月 15 日 

合 併 契 約 締 結 日 2020 年５月 15 日 

合 併 契 約 承 認 株 主 総 会 2020 年６月 23 日（予定） 

合 併 期 日 （ 効 力 発 生 日 ） 2020 年７月１日（予定） 

（注）本合併は、ＢＢＴオンラインにおいては、会社法第 784 条第１項に規定する略

式合併であるため、株主総会による吸収合併契約の承認を得ずに行います。 

（２） 合併の方式 

当社を存続会社とする吸収合併方式で、ＢＢＴオンラインは解散します。 

（３） 合併に係る割当ての内容 

本合併は、当社の完全子会社との吸収合併であるため、本合併に際し株式の発
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行及び金銭等の交付は行いません。また、本合併による当社の資本金の額及び資

本準備金の額の変更はありません。 

（４） 合併に伴う新株予約権及び新株予約権付社債に関する取扱い 

該当事項はありません。 

 

３． 合併当事会社の概要（2020 年３月 31 日現在） 

  吸収合併存続会社 吸収合併消滅会社 

（１） 名 称 株式会社ビジネス・ブレークス

ルー 

株式会社ＢＢＴオンライン 

（２） 所 在 地 東京都千代田区六番町１番７号 同左 

（３） 代表者の役職・氏名 代表取締役会長 大前 研一 

代表取締役社長 柴田 巌 

代表取締役社長 政元竜彦 

（４） 事 業 内 容 リカレント教育事業、プラット

フォームサービス事業 

マンツーマンのオンラインに

よるビジネス英会話教育及び

その関連事業 

（５） 資 本 金 1,818 百万円 20 百万円 

（６） 設 立 年 月 日 1998 年４月８日 2011 年７月１日 

（７） 発 行 済 株 式 数 14,264,100 株 400 株 

（８） 決 算 期 ３月 31 日 ３月 31 日 

（９） 大 株 主 及 び 

持 株 比 率 

大前研一        39.30% 

日本ﾏｽﾀｰﾄﾗｽﾄ信託銀行㈱ 

（信託口）        2.82% 

久保 博昭            1.47% 

宮本 雅史            1.43% 

伊藤 泰史            1.40% 

㈱ビジネス・ブレークスルー 

100% 

（10） 直前事業年度の財政状態及び経営成績 

決算期 

㈱ビジネス・ブレークスルー

（連結） 
㈱ＢＢＴオンライン（単体） 

2019 年３月期 2019 年３月期 

 純 資 産 4,723 百万円 30 百万円 

 総 資 産 7,608 百万円 56 百万円 

 １ 株 当 た り 純 資 産 331.32 円 75,229.68 円 

 売 上 高 5,090 百万円 122 百万円 

 営 業 利 益 431 百万円 14 百万円 

 経 常 利 益 438 百万円 14 百万円 

 
親会社株主に帰属する

当 期 純 利 益 
237 百万円 9 百万円 

 １株当たり当期純利益 16.69 円 23,541.07 円 
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４． 合併後の状況 

本合併による当社の名称、所在地、代表者の役職・氏名、事業内容、資本金及び決算

期に変更はありません。 

 

５． 今後の見通し 

本合併は、完全子会社との合併であるため、当社連結業績への影響は軽微であります。

また、個別業績においては抱合せ株式消滅差損約 29 百万円程度が生じる見込みでありま

す。 

以 上 

 


